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平
成
29
年
度
は
、「
こ
ど
も
」「
健
康
」「
安
全・安
心
」
を
重
点
テ
ー
マ
に
位
置
付
け
、

予
算
配
分
を
し
ま
し
た
。
一
般
会
計
で
は
、
市
民
税
は
増
収
と
な
っ
た
も
の
の
、
地

方
交
付
税
が
減
収
と
な
り
ま
し
た
。
歳
入
総
額
は
前
年
度
と
比
較
し
て
減
少
す
る
一

方
、
摂
津
小
学
校
の
工
事
や
デ
ジ
タ
ル
防
災
行
政
無
線
の
整
備
に
加
え
、
超
高
齢
社

会
に
対
応
す
る
た
め
の
扶
助
費
が
年
々
増
加
し
て
い
る
中
、
可
能
な
限
り
経
費
削
減

を
行
い
、
必
要
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
行
え
る
よ
う
健
全
で
安
定
し
た
財
政
運
営
に
努

め
て
き
ま
し
た
。 

※
決
算
は
市
議
会
で
認
定
後
、確
定
と
な
り
ま
す
。（
担
当・財
政
課
）

経常収支比率
100％越えに悪化
　経常収支比率とは、市税などの毎年度決まっ
て入ってくる収入で、毎年度必要とされる経
費がどれだけ賄えているかを表したものです。
　平成 29 年度、経常一般財源等総額（経常
収入）は、合計 191億 2,154 万円（9億 7,478
万円減）。経常経費充当一般財源等（経常経費）
は、合計 191 億 9,077 万円（1億 3,361 万
円増）。経常収支比率は 100.4%（5.6%悪化）
となり、経常的な経費が市税などの収入で賄
えていない状態になっています。

特別会計では、国民健康保険特別会計におい
ては、今年度も経営努力分に対する国・府に

おける特別調整交付金が増加したことなどにより、
実質収支が 5億 3,611 万円となり、昨年度に続き
黒字となっています。また、介護保険特別会計では、
実質収支は 3億 6,975 万円で昨年度に引き続き黒
字となっています。

会　計　名 歳入（前年度比） 歳出（前年度比）
国民健康保険
特別会計

122億 3,696万円
（0.7%減）

117億 85万円
（2.2%減）

財産区財産
特別会計

15 億 5,362 万円
（0.4%増）

１億 3,664 万円
（133.7%増）

パ ー ト タ イ
マー等退職金
共済特別会計

946 万円
（54.6%増）

946万円
（54.6%増）

介護保険
特別会計

61 億 324万円
（10.8%増）

57 億 3,349 万円
（9.6%増）

後期高齢者医
療特別会計

10 億 9,024 万円
（10.7%増）

10 億 4,597 万円
（14.4%増）

合　　計 209億 9,352万円
（3.0%増）

186億 2,641万円
（2.5%増）

※本年度から下水道事業会計は企業会計に移行。特別会
計の合計の前年度比は、両年度とも下水道事業会計を抜
いて計算したもの。

会　計　名 収入（前年度比） 支出（前年度比）

水道事業会計 22 億 789万円
（0.7％増）

18億 7,065 万円
（0.5％減）

下水道事業会計 40 億 44万円 38億 3,181 万円
合計 62 億 833万円 57億 246万円

※いずれも収益的収支（経常的な事業活動に伴って発生
する収益と費用の収支状況）による額

平成 29 年度の決算額は、歳入 332 億 4,281 万円、歳出 330 億
166 万円です。差し引き 2億 4,115 万円から 30年度に繰り越し

た事業の財源 2,697 万円を除くと、実質収支 2億 1,418 万円の「黒字」
決算となりました。歳入（収入）の 55.4% 占める市税は、個人市民税、
法人市民税がともに増収となったものの、市税収入全体で 184億 2,997
万円と前年度から 2億 5,964 万円の減収となりました。
　市税のみで確保できなかった財源を穴埋めするため、財政調整基金を 6
億 5,500 万円取り崩しました。
　主要基金は、積み立てを行うものの取り崩しが上回ったため、昨年度末
より約 5億 1,000 万円減の約 138億円となりました。

一般会計
市税などを主な財源として、行政の基本的な
経費（例えば、福祉・教育・土木などに要す
る経費）を経理する会計です。

特別会計 特定の歳入を特定の支出
に充てて経理する会計

民間企業と同様、事業収
益を上げて運営する会計企業会計

■市税（55.4%）  184 億 2,997 万円
■地方譲与税（0.5％） １億 5,116 万円
■地方消費税交付金（5.1%）16億 9,460 万円
■地方交付税（0.3%） 8,415 万円
■分担金及び負担金（2.1%）７億 93万円
■使用料及び手数料（1.8%）６億 15万円
■国庫・府支出金（24.7%） 82 億 2,647 万円
■繰入金（2.2%）  ７億 4,026 万円
■市債（3.1%）  10 億 1,750 万円
■その他（4.8% ） 15 億 9,762 万円

■人件費 （15.0％）49億 6,065 万円
■扶助費 （28.6％）94億 4,951 万円
■公債費 （8.2％）27億 1,939 万円
■物件費 （19.5％）64億 3,614 万円
■補助費等 （7.2％）23億 6,964 万円
■積立金 （0.5％）１億 5,465 万円
■繰出金 （12.7％）42億 241万円
■普通建設事業費（5.6％）18億 3,967 万円
■その他 （2.7％）８億 6,960 万円

■ 29年度に実施した主な事業
【こども・教育】
○小学校施設改修事業 （９億 8,457 万円）→摂津小学校舎増築と体育館改修など
○小中学校施設運営事業（３億 441万円）→洋式トイレ設置など
○小中学校管理運営事業（１億 1,427 万円）
○学力向上推進事業（947万円）
○民間保育所等施設整備補助事業（6,680 万円）
【健康・福祉】
○地域生活支援事業（１億 4,969 万円）→障害者総合支援センターの整備など
○介護予防・生活支援サービス事業（１億 23万円）
○がん検診事業（2,427 万円）
【安全・安心】
○情報収集伝達体制整備事業  （１億 7,382 万円）→防災行政無線デジタル化など
○防災対策事業（1,426 万円）→自主防災組織による防災マップ作成支援など
○ＬＥＤ防犯灯等防犯推進事業（2,217 万円）
○消防本部車両・資機材整備事業 （8,606 万円）→化学消防ポンプ車の更新など
○阪急京都線連続立体交差事業（3,760 万円）
○千里丘三島線（東側）道路改良事業（2,471 万円）
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★扶助費が年々増加 　高齢化の進行で、
医療給付費などの扶
助費は年々増加して
います（左グラフ）。
扶助費は今後も増加
していくことが予想
されますが、行財政
改革を進め、効率的
で持続可能な財政運
営に努めていきます。

市税

地方譲与税地方消費税交付金
地方交付税

分担金及び負担金
使用料及び手数料

国庫・府支出金

繰入金
市債 その他

８

歳入合計 332 億 4,281 万円【前年度比2.0％減】

歳出合計 330 億 166万円【前年度比1.8％減】

※（　）内は割合

※（　）内は割合


